
（ 3） 独立行政法人中小企業基盤整備機構が保有している第 2種信用基金の規模等について
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平成 21年度決算検査報告 527ページ参照

平成 22年度決算検査報告 469ページ参照
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1 本院が表示した意見

独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「機構」という。）は、経済産業大臣等から事業計

画の認定を受けた事業者又は法律に基づく事業に対して、民間金融機関からの借入等による

事業資金を円滑に調達するために、第 2種信用基金による債務保証を実施しており、当該債

務保証業務のための原資として、政府から出資金を受けるなどしている。しかし、同基金に

よる事業再構築円滑化等債務保証等の利用が極めて低調となっていて、政府出資金等を財源

としている同基金が有効に活用されていない事態が見受けられた。

したがって、経済産業省及び機構において、債務保証の利用実態を分析するなどした上で

債務保証制度の所期の目的が達成されるための方策を検討し、今後も利用の増大が見込めな

い場合は、利用実態に応じた事業規模となるように基金の額を適切に見直すよう、経済産業

大臣に対して平成 22年 10月に、会計検査院法第 36条の規定により意見を表示した。

2 当局の処置状況

本院は、経済産業本省及び機構本部において、その後の処置状況について会計実地検査を

行った。

検査の結果、経済産業省及び機構は、本院指摘の趣旨に沿い、金融機関等の債務保証制度

の利用者から意見を聴取したり、金融機関等での勉強会等を開催したりするなどして、引き

続き利用の促進を図り、債務保証制度の所期の目的が達成されるための方策を検討する処置

を講じていた。

また、機構は、23年 3月に第 2期中期計画を変更し、同計画において、事業再構築円滑

化等債務保証等について、23年度末までの実績を踏まえて翌年度以降の制度利用の見込み

を把握して、必要な場合には基金規模の見直しを行うこととする処置を講じていた。

そして、機構は、上記の中期計画に基づき、不要額が生ずる場合には 24年度中を目途に

国庫に納付するよう、必要な基金規模について算定するなどの作業を行っているところであ

る。
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